
３０水推第２４４号

平成３０年５月３１日

水産政策審議会

会長 山川 卓 殿

農林水産大臣 齋藤 健

内水面漁業の振興に関する法律第30条において準用する漁業法第58条第

１項の規定に基づきうなぎ養殖業について公示すべき事項及び当該公示

に係る許可の有効期間について（諮問第299号）

うなぎ養殖業につき、別紙の公示案により、許可をすべき水産動植物の総量及び

許可を申請すべき期間を定めるとともに、この公示に係る許可の有効期間を平成３

０年１１月１日から平成３１年１０月３１日までと定めたいので、内水面漁業の振

興に関する法律（平成２６年法律第１０３号）第３０条において準用する漁業法（昭

和２４年法律第２６７号）第５８条第３項及び第６０条第３項の規定に基づき、貴

審議会の意見を求める。

資料４
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○
農
林
水
産
省
告
示
第

号

内
水
面
漁
業
の
振
興
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
百
三
号
）
第
三
十
条
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
漁
業

法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
五
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
う
な
ぎ
養
殖
業
に
つ
き
、
そ
の
許
可

を
す
べ
き
水
産
動
植
物
の
総
量
及
び
許
可
を
申
請
す
べ
き
期
間
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
年

月

日

農
林
水
産
大
臣

齋
藤

健

一

許
可
を
す
べ
き
水
産
動
植
物
の
総
量

に
ほ
ん
う
な
ぎ

二
十
一
・
七
ト
ン

に
ほ
ん
う
な
ぎ
以
外
の
種
の
う
な
ぎ

三
・
五
ト
ン

二

許
可
を
申
請
す
べ
き
期
間

平
成
三
十
年
六
月
十
五
日
か
ら
同
年
九
月
十
四
日
ま
で

備
考１

こ
の
告
示
に
係
る
許
可
（
以
下
「
許
可
」
と
い
う
。
）
の
有
効
期
間
は
、
平
成
三
十
年
十
一
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
一

（別紙）

2



- 2 -

年
十
月
三
十
一
日
ま
で
と
す
る
。

２

許
可
に
お
い
て
定
め
る
水
産
動
植
物
の
量
は
、
国
内
で
一
度
も
飼
育
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
う
な
ぎ
の
量
と
す
る
。

３

許
可
に
は
、
次
に
掲
げ
る
内
容
の
制
限
又
は
条
件
を
付
け
る
こ
と
が
あ
る
。

一

国
内
の
養
殖
場
で
飼
育
さ
れ
た
こ
と
の
あ
る
う
な
ぎ
（
以
下
「
既
養
殖
う
な
ぎ
」
と
い
う
。
）
を
国
内
に
お
け
る
養

殖
の
用
に
供
す
る
た
め
に
出
荷
す
る
場
合
に
は
、
当
該
既
養
殖
う
な
ぎ
の
出
荷
先
に
対
し
、
当
該
既
養
殖
う
な
ぎ
の
出

荷
年
月
日
、
出
荷
重
量
並
び
に
出
荷
者
及
び
出
荷
先
の
氏
名
又
は
名
称
を
記
載
し
た
書
類
（
以
下
「
出
荷
書
類
」
と
い

う
。
）
を
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

二

出
荷
書
類
の
交
付
が
な
さ
れ
て
い
な
い
出
荷
に
係
る
既
養
殖
う
な
ぎ
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
養
殖
し
て
は
な
ら
な
い
。

三

既
養
殖
う
な
ぎ
を
養
殖
し
た
と
き
は
、
そ
の
都
度
遅
滞
な
く
、
当
該
既
養
殖
う
な
ぎ
に
係
る
出
荷
書
類
の
写
し
を
農

林
水
産
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

四

に
ほ
ん
う
な
ぎ
以
外
の
種
の
う
な
ぎ
を
養
殖
す
る
場
合
に
は
、
当
該
う
な
ぎ
を
公
共
の
用
に
供
す
る
水
面
に
放
出
し

て
は
な
ら
ず
、
ま
た
、
当
該
う
な
ぎ
の
逸
出
を
防
止
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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内水面漁業の振興に関する法律第３０条において準用する漁業法
第５８条第１項の規定に基づくうなぎ養殖業の公示案について

１．趣旨
内水面漁業の振興に関する法律（平成26年法律第103号。以下「法」という。）

第26条第１項の規定に基づき、うなぎ養殖業が農林水産大臣の許可を要する

指定養殖業として定められている。このため、平成30年11月１日からの公示

に基づく許可について、法第30条において準用する漁業法（昭和24年法律第2

67号）第58条第１項の規定に基づき、許可をすべき水産動植物の総量、許可

を申請すべき期間等を定める。

２．概要
① 許可をすべき水産動植物の総量（法第30条において準用する漁業法第58

条第１項）【諮問対象】

うなぎ養殖業に係る養殖することができる水産動植物の総量については、

ウナギの国際的資源保護・管理に係る４カ国・地域による共同声明の考え方

を継続することが確認されたことから、前漁期と同等に、にほんうなぎにつ

いては21.7トン、その他のうなぎについては3.5トンとする。

② 許可を申請すべき期間（法第30条において準用する漁業法第58条第１

項）【諮問対象】

申請の審査に一定期間を要すること等を踏まえ、許可を申請すべき期間

は、平成30年６月15日から９月14日までとする。

③ 許可の有効期間（法第30条において準用する漁業法第60条第３項）【諮

問対象】

今後の国際協議の結果等によって許可をすべき水産動植物の総量が変わ

る可能性があること等を踏まえ、許可の有効期間を１年間とする（平成30年

11月１日～平成31年10月31日）。

④ 許可に係る制限又は条件（法第30条において準用する漁業法第63条に

おいて準用する同法第34条）

国内で養殖されたことのあるうなぎについては、許可において定める養

殖することができる量に含まれないため、他のうなぎと明確に判別できなけ

れば資源管理上支障が生じることから、その出荷をする場合には、出荷を証

明する書類を添付すること等を許可の条件として付すこととする。

また、にほんうなぎ以外の種のうなぎについて、その養殖をする場合に

は、当該うなぎを公共水面に放出しないこと及び当該うなぎの逸出を防止す

るための措置を講じることを許可の条件として付すこととする。

３．今後のスケジュール（予定）
公示日 平成30年６月14日

許可の申請期間 平成30年６月15日～９月14日

許可日 平成30年11月１日

資料４－１
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うなぎ養殖業における養殖するうなぎの量の制限の取組み経過

【４カ国・地域における国際的な資源管理】

 うなぎの国際的資源保護・管理に係る第７回非公式協議において、

以下のとおりうなぎ池入れ量に制限を講じること等を内容とする共同

声明を発出（平成26年９月17日）

ニ ホ ン ウ ナ ギ：直近（平成26年漁期）の池入れ量から20％削減

その他のうなぎ：近年（３カ年）の池入れ量より増やさない

【平成27年漁期（平成26年11月～平成27年10月）】

 共同声明の遵守を図るため、届出制度の下で、うなぎ養殖業者ごと

に池入れ数量の上限を設定するためのガイドラインを制定し、ガイド

ラインに基づき配分された数量を以て、その数量の範囲内で自主的な

取組みとして池入れ制限を実施

【平成28年漁期（平成27年11月～平成28年10月）】

 ウナギの国際的資源保護・管理に係る非公式協議において、平成28

年漁期のウナギ池入れ量上限を前漁期と同等とすることを確認

 許可制度により、池入れ量を管理

【平成29年漁期（平成28年11月～平成29年10月）】

 ４カ国・地域において、平成29年漁期のウナギ池入れ量上限を前漁

期と同等とすることを確認

 許可制度により、池入れ量を管理

【平成30年漁期（平成29年11月～平成30年10月）】

 ４カ国・地域において、平成30年漁期のウナギ池入れ量上限を前漁

期と同等とすることを確認

 許可制度により、池入れ量を管理

【平成31年漁期（平成30年11月～平成31年10月）】

 ４カ国・地域において、平成31年漁期のウナギ池入れ量上限を前漁

期と同等とすることを確認

 許可制度により、池入れ量を管理

資料４－２
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平成30年11月からのうなぎ養殖業の許可において

養殖することができる量を定める手続の概要

 公示の内容に即した申請であり、申請者が適格性を有する場合は許

可

（法第30条において読み替えて準用する漁業法第58条の２第１項）

 ただし、申請に係る数量の合計が公示した総量を超える場合は、現

に許可を受けている者の申請に対して、平成30年漁期の許可証に池入

割当量として記載されたうなぎの量について、優先して許可

（法第30条において読み替えて準用する漁業法第58条の２第３項）

 優先して許可しても数量に残余がある場合は、くじにより残りの数

量を配分

（法第30条において読み替えて準用する漁業法第58条の２第２項）

注 法：内水面漁業の振興に関する法律（平成26年６月27日法律第103号）

資 料 ４ － ３
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公
示
案
参
照
条
文

○

内
水
面
漁
業
の
振
興
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
百
三
号
）
（
抄
）

（
指
定
養
殖
業
の
許
可
）

第
二
十
六
条

漁
業
法
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
水
面
以
外
の
水
面
で
営
ま
れ
る
養
殖
業
で
あ
っ
て
政
令
で
定
め
る
も
の
（
以
下
「
指
定
養
殖
業
」
と
い
う
。
）

を
営
も
う
と
す
る
者
は
、
養
殖
場
ご
と
に
、
農
林
水
産
大
臣
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

指
定
養
殖
業
の
許
可
は
、
養
殖
場
に
お
い
て
養
殖
す
る
こ
と
が
で
き
る
水
産
動
植
物
の
量
を
定
め
て
行
う
も
の
と
す
る
。

３

第
一
項
の
政
令
は
、
当
該
養
殖
業
に
係
る
内
水
面
水
産
資
源
の
持
続
的
な
利
用
の
確
保
又
は
内
水
面
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全
な
発
展
の
た
め
養
殖
業
を

営
む
者
及
び
そ
の
養
殖
場
に
つ
い
て
制
限
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
り
、
か
つ
、
政
府
間
の
取
決
め
そ
の
他
の
関
係
上
当
該
措
置
を
統
一
し
て
講
ず
る
こ
と

が
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
養
殖
業
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

４

第
一
項
の
政
令
を
制
定
し
又
は
改
廃
す
る
場
合
に
は
、
政
令
で
、
そ
の
制
定
又
は
改
廃
に
伴
い
合
理
的
に
必
要
と
判
断
さ
れ
る
範
囲
内
に
お
い
て
、
所
要

の
経
過
措
置
（
罰
則
に
関
す
る
経
過
措
置
を
含
む
。
）
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

５

農
林
水
産
大
臣
は
、
第
一
項
の
政
令
の
制
定
又
は
改
廃
の
立
案
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
水
産
政
策
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

農
林
水
産
大
臣
は
、
第
一
項
の
許
可
を
し
た
と
き
は
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
者
に
対
し
許
可
証
を
交
付
す
る
。

（
漁
業
法
の
準
用
）

第
三
十
条

指
定
養
殖
業
の
許
可
に
関
し
て
は
、
漁
業
法
第
三
章
（
第
五
十
二
条
か
ら
第
五
十
五
条
ま
で
、
第
五
十
六
条
第
一
項
第
三
号
、
第
五
十
八
条
の
二

第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
五
項
、
第
五
十
九
条
第
四
号
並
び
に
第
六
十
二
条
の
二
第
二
項
を
除
く
。
）
及
び
第
百
三
十
三
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場

合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
指
定
漁
業
」
と
あ
る
の
は
「
指
定
養
殖
業
」
と
、
同
法
第
五
十
八
条
第
一
項
中
「
水
産
動
植
物
の
繁
殖
保
護
又
は
漁
業

調
整
」
と
あ
る
の
は
「
内
水
面
水
産
資
源
の
持
続
的
な
利
用
の
確
保
又
は
内
水
面
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全
な
発
展
」
と
、
「
船
舶
の
総
ト
ン
数
別
の
隻
数

又
は
総
ト
ン
数
別
及
び
操
業
区
域
別
若
し
く
は
操
業
期
間
別
の
隻
数
」
と
あ
る
の
は
「
指
定
養
殖
業
に
係
る
水
産
動
植
物
の
総
量
（
以
下
単
に
「
総
量
」
と

い
う
。
）
」
と
、
同
条
第
四
項
中
「
水
産
動
植
物
の
繁
殖
保
護
又
は
漁
業
調
整
」
と
あ
る
の
は
「
内
水
面
水
産
資
源
の
持
続
的
な
利
用
の
確
保
又
は
内
水
面

漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全
な
発
展
」
と
、
同
法
第
五
十
八
条
の
二
第
二
項
中
「
係
る
船
舶
の
隻
数
」
と
あ
る
の
は
「
係
る
水
産
動
植
物
の
量
の
合
計
」
と
、
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「
公
示
し
た
船
舶
の
隻
数
」
と
あ
る
の
は
「
公
示
し
た
総
量
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
係
る
船
舶
の
隻
数
」
と
あ
る
の
は
「
係
る
水
産
動
植
物
の
量
の
合
計

」
と
、
「
公
示
し
た
船
舶
の
隻
数
」
と
あ
る
の
は
「
公
示
し
た
総
量
」
と
、
「
次
に
掲
げ
る
」
と
あ
る
の
は
「
現
に
当
該
指
定
養
殖
業
の
許
可
を
受
け
て
い

る
者
が
当
該
指
定
養
殖
業
の
許
可
の
有
効
期
間
の
満
了
日
の
到
来
の
た
め
当
該
許
可
に
係
る
養
殖
場
と
同
一
の
養
殖
場
に
つ
い
て
し
た
」
と
、
「
次
の
順
序

に
従
つ
て
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
許
可
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
水
産
動
植
物
の
量
に
つ
い
て
」
と
、
同
条
第
四
項
中
「
係
る
船
舶
の
隻
数
」
と
あ
る
の
は
「

係
る
水
産
動
植
物
の
量
の
合
計
」
と
、
「
公
示
し
た
船
舶
の
隻
数
」
と
あ
る
の
は
「
公
示
し
た
総
量
」
と
、
同
項
第
一
号
中
「
船
舶
（
母
船
式
漁
業
に
あ
つ

て
は
、
母
船
又
は
独
航
船
等
。
第
六
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
申
請
者
別
隻
数
」
と
あ
る
の
は
「
水
産
動
植
物
の
申
請
者
別
の
量
」
と
、
同
法
第
六
十
条
第

三
項
中
「
水
産
動
植
物
の
繁
殖
保
護
又
は
漁
業
調
整
」
と
あ
る
の
は
「
内
水
面
水
産
資
源
の
持
続
的
な
利
用
の
確
保
又
は
内
水
面
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全

な
発
展
」
と
、
同
法
第
六
十
三
条
第
一
項
中
「
第
三
十
五
条
（
休
業
の
届
出
）
、
第
三
十
七
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
七
条
第
一
項
」
と
、
「
「

公
益
上
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
免
許
を
す
る
に
あ
た
り
、
」
と
あ
る
の
は
「
公
益
上
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
」
」
と
あ
る
の
は
「
「
漁

業
調
整
そ
の
他
公
益
上
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
免
許
を
す
る
に
あ
た
り
、
」
と
あ
る
の
は
「
内
水
面
水
産
資
源
の
持
続
的
な
利
用
の
確
保
、
内
水

面
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全
な
発
展
そ
の
他
公
益
上
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
」
」
と
、
「
「
漁
業
調
整
」
と
あ
る
の
は
「
水
産
動
植
物
の
繁
殖
保

護
、
漁
業
調
整
」
」
と
あ
る
の
は
「
「
漁
業
調
整
」
と
あ
る
の
は
「
内
水
面
水
産
資
源
の
持
続
的
な
利
用
の
確
保
、
内
水
面
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全
な
発

展
」
」
と
読
み
替
え
る
ほ
か
、
必
要
な
技
術
的
読
替
え
は
、
政
令
で
定
め
る
。

○

内
水
面
漁
業
の
振
興
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
二
十
六
年
政
令
第
三
百
二
十
四
号
）
（
抄
）
（
一
部
改
正
政
令
施
行
後
）

（
指
定
養
殖
業
の
指
定
）

第
一
条

内
水
面
漁
業
の
振
興
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
六
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
養
殖
業
は
、
う
な
ぎ
養
殖
業
と
す
る
。

○

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
（
抄
）
（
内
水
面
漁
業
の
振
興
に
関
す
る
法
律
第
三
十
条
等
に
よ
る
読
替
え
後
の
条
文
）

（
指
定
養
殖
業
の
許
可
の
制
限
又
は
条
件
）

第
三
十
四
条

農
林
水
産
大
臣
は
、
内
水
面
水
産
資
源
の
持
続
的
な
利
用
の
確
保
、
内
水
面
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全
な
発
展
そ
の
他
公
益
上
必
要
が
あ
る
と

9
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認
め
る
と
き
は
、
指
定
養
殖
業
の
許
可
に
制
限
又
は
条
件
を
付
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
公
示
）

第
五
十
八
条

農
林
水
産
大
臣
は
、
指
定
養
殖
業
の
許
可
を
す
る
場
合
に
は
、
第
五
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
場
合
を
除
き
、
当
該
指
定
養
殖
業
に
つ
き
、
あ
ら

か
じ
め
、
内
水
面
水
産
資
源
の
持
続
的
な
利
用
の
確
保
又
は
内
水
面
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全
な
発
展
そ
の
他
公
益
に
支
障
を
及
ぼ
さ
な
い
範
囲
内
に
お
い

て
、
か
つ
、
当
該
指
定
養
殖
業
を
営
む
者
の
数
、
経
営
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
、
そ
の
許
可
を
す
べ
き
指
定
養
殖
業
に
係
る
水
産
動
植
物
の
総
量
（
以

下
単
に
「
総
量
」
と
い
う
。
）
及
び
許
可
を
申
請
す
べ
き
期
間
を
定
め
、
こ
れ
を
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
許
可
を
申
請
す
べ
き
期
間
は
、
三
箇
月
を
下
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
緊
急
を
要
す
る
特
別
の
事
情
が
あ
る
と

き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

３

農
林
水
産
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
べ
き
事
項
を
定
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
水
産
政
策
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
前
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
緊
急
を
要
す
る
特
別
の
事
情
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

４

農
林
水
産
大
臣
は
、
一
の
指
定
養
殖
業
に
つ
き
そ
の
許
可
を
し
て
も
内
水
面
水
産
資
源
の
持
続
的
な
利
用
の
確
保
又
は
内
水
面
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全

な
発
展
そ
の
他
公
益
に
支
障
を
及
ぼ
さ
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
指
定
養
殖
業
に
つ
き
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
公
示
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

水
産
政
策
審
議
会
は
、
前
項
の
公
示
に
関
し
農
林
水
産
大
臣
に
意
見
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
公
示
に
基
づ
く
許
可
等
）

第
五
十
八
条
の
二

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
し
た
許
可
を
申
請
す
べ
き
期
間
内
に
許
可
を
申
請
し
た
者
の
申
請
に
対
し
て
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り

公
示
し
た
事
項
の
内
容
と
異
な
る
申
請
で
あ
る
場
合
及
び
第
五
十
六
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
を
除
き
、
許
可
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
申
請
に
係
る
水
産
動
植
物
の
量
の
合
計
が
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
し
た
総
量
を
超
え
る
と

き
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
農
林
水
産
大
臣
は
、
公
正
な
方
法
で
く
じ
を
行
い
、
許
可
を
す
る
者
を
定
め
る
。

３

農
林
水
産
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
申
請
に
係
る
水
産
動
植
物
の
量
の
合
計
が
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
公
示

し
た
総
量
を
超
え
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
申
請
の
う
ち
に
現
に
当
該
指
定
養
殖
業
の
許
可
を
受
け
て
い
る
者
が
当
該
指
定
養
殖
業
の
許
可
の
有
効
期
間
の

満
了
日
の
到
来
の
た
め
当
該
許
可
に
係
る
養
殖
場
と
同
一
の
養
殖
場
に
つ
い
て
し
た
申
請
が
あ
る
と
き
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
申
請
に
対

し
て
、
当
該
許
可
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
水
産
動
植
物
の
量
に
つ
い
て
、
他
の
申
請
に
優
先
し
て
許
可
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

10
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（
許
可
の
有
効
期
間
）

第
六
十
条

指
定
養
殖
業
の
許
可
の
有
効
期
間
は
、
五
年
と
す
る
。
た
だ
し
、
前
条
の
規
定
に
よ
つ
て
許
可
を
し
た
場
合
は
、
従
前
の
許
可
の
残
存
期
間
と
す

る
。

２

前
項
の
有
効
期
間
は
、
同
一
の
指
定
養
殖
業
に
つ
い
て
は
同
一
の
期
日
に
満
了
す
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

農
林
水
産
大
臣
は
、
内
水
面
水
産
資
源
の
持
続
的
な
利
用
の
確
保
又
は
内
水
面
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全
な
発
展
の
た
め
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
水
産

政
策
審
議
会
の
意
見
を
聴
い
て
、
第
一
項
の
期
間
よ
り
短
い
期
間
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

11
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25.1

21.7

28.9

19.9
22.0

15.9

12.6

27.1

18.3 19.7 19.6

■ ニホンウナギ稚魚の池入数量と取引価格の推移

池
入
数
量

取
引
価
格

〔トン〕 〔万円/kg〕

届出制 許可制開始

■池入数量の同時期比較
（４月末時点）

池
入
数
量

〔トン〕池入上限：21.7トン

○ ニホンウナギ稚魚（シラスウナギ）の国内採捕量には年変動があり、採捕量の不足を輸入で補っている。

○ 平成30年漁期（平成29年11月～）の４月末日までの池入数量は、14トンとなっており、前年同期（19.5トン）

と比べて下回っている。これは、日本を含む東アジア全域でシラスウナギ採捕が不調であり、採捕量が減少

したことによる。

このため、シラスウナギの取引価格も高騰した模様。

ニホンウナギ稚魚（シラスウナギ）の池入れ動向について

注１：各年の池入数量は、前年11月～当該年５月までの合計値。平成18年～平成25年までの池入数量は業界調べ、平成26年～平成29年の池入数量は水産庁調べ。
取引価格は業界調べ。

注２：輸入量は、貿易統計の「うなぎ（養魚用の稚魚）」を基に、輸入先国や価格から判別したニホンウナギ稚魚の輸入量。採捕量は池入数量から輸入量を差し引いて算出。

14.0

参
考

１
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平成29年
11月

平成29年
12月

平成30年
1月

平成30年
2月

平成30年
3月

平成30年
4月

平成30年
5月

平成30年
6月

平成30年
7月

平成30年
8月

平成30年
9月

平成30年
10月

平成30年
漁期合計

1 千葉県 3 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 － － － － － － 0.0

2 静岡県 55 2.4 0.0 0.0 0.1 0.3 0.8 0.6 － － － － － － 1.7

3 愛知県 134 5.1 0.0 0.0 0.3 0.7 1.0 0.9 － － － － － － 2.9

4 三重県 10 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 － － － － － － 0.2

5 徳島県 32 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 － － － － － － 0.1

6 香川県 18 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 － － － － － － 0.0

7 高知県 23 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 － － － － － － 0.2

8 福岡県 25 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 － － － － － － 0.0

9 大分県 14 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 － － － － － － 0.0

10 熊本県 14 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 － － － － － － 0.1

11 宮崎県 46 3.6 0.0 0.1 0.5 0.8 1.0 0.3 － － － － － － 2.7

12 鹿児島県 63 7.7 0.0 0.0 0.4 2.1 2.6 0.8 － － － － － － 6.0

13 その他（17府県） 43 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 － － － － － － 0.1

全国計 480 21.7 0.0 0.2 1.3 3.9 5.7 2.9 － － － － － － 14.0

注１：その他は、養殖業者数が２者以下の府県及び池入割当量が０．１ｔに満たない府県である。

注２：許可件数は、平成３０年５月１６日時点で許可を受けている養殖場の総計である。

参
考
２

平成３０年漁期　都府県別にほんうなぎ稚魚の池入れ実績

許可件数
池入割当量
（単位：トン）

池入れ数量（単位：トン）
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尾数（千尾）
数量（トン）

※シラス換算
尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

1 石川県 6 1,200 0.2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4 0 0 0.0

2 静岡県 9 273 0.0 0 0.0 0 0.0 20 0.0 0 0.0 0 0 0 0.0

3 奈良県 16 9,872 2.0 50 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 10 0 0 0.0

4 岡山県 9 753 0.2 0 0.0 0 0.0 1 0.0 7 0.0 0 0 0 0.0

5 鹿児島県 17 1,266 0.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 10 0 0 0.0

6
その他

（14都府県）
22 4,137 0.8 30 0.0 0 0.0 10 0.0 9 0.0 0 0 0 0.0

全国計 79 17,500 3.5 80 0.0 0 0.0 31 0.0 16 0.0 24 0 0 0.0

注１：その他は、養殖業者数が２者以下の都府県及び池入割当量が０．１ｔに満たない都府県である。

注２：許可件数は、平成３０年５月１６日時点で許可を受けている養殖場の総計である。

平成30年漁期　都府県別その他の種のうなぎ種苗池入れ実績

許可件数

平成30年漁期の
池入割当量

池入れ数量　※数量（単位：トン）は、シラス換算

平成29年11月 平成29年12月 平成30年1月 平成30年2月 平成30年3月

参
考

３

平成30年4月
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1 石川県 6

2 静岡県 9

3 奈良県 16

4 岡山県 9

5 鹿児島県 17

6
その他

（14都府県）
22

全国計 79

許可件数

尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

尾数
（千尾）

数量
（トン）

－ － － － － － － － － － － － 4 0.0

－ － － － － － － － － － － － 20 0.0

－ － － － － － － － － － － － 60 0.0

－ － － － － － － － － － － － 8 0.0

　－ － － － － － － － － － － － 10 0.0

－ － － － － － － － － － － － 49 0.0

－ － － － － － － － － － － － 151 0.0

注１：その他は、養殖業者数が２者以下の都府県及び池入割当量が０．１ｔに満たない都府県である。

注２：許可件数は、平成３０年５月１６日時点で許可を受けている養殖場の総計である。

平成30年漁期　都府県別その他の種のうなぎ種苗池入れ実績

池入れ数量　※数量（単位：トン）は、シラス換算

平成30年8月 平成30年9月 平成30年10月 平成30年漁期合計平成30年5月 平成30年6月 平成30年7月
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指定養殖業の許可の状況について

○ 許可の有効期間：平成29年11月１日から平成30年10月31日まで

○ うなぎ養殖業の許可申請数量・件数及び許可数量・件数

にほんうなぎ（ｋｇ） その他の種のうなぎ（ｋｇ）

公示数量 21,700 3,500

申請数量
22,549.6 3,577.7

（実績者：475件、新規：10件） （実績者：79件、新規：3件）

実績者に優 21,700 3,500.0

先して許可 （実績者：475件） （実績者：79件）
する数量

く じ に よ － －

る配分

許可 21,700 3,500

（実績者：475件 新規5件） （実績者：79件）

不許可 （新規：5件） （新規：3件）

○ 都道府県別うなぎ養殖業許可件数及び池入割当量（平成29年11月１日時点）

許可件数
池入割当量（トン）

にほんうなぎ その他の種のうなぎ

石川県 6 － 0.2

静岡県 57 2.4 0.0

愛知県 135 5.1 0.3

三重県 10 0.4 0.0

奈良県 16 － 2.0

岡山県 12 0.0 0.2

徳島県 32 0.7 －

香川県 18 0.1 －

高知県 23 0.6 0.0

福岡県 27 0.2 0.0

大分県 14 0.2 －

熊本県 15 0.4 0.2

宮崎県 47 3.6 －

鹿児島県 63 7.7 0.3

その他 20 県 45 0.3 0.3

520 21.7 3.5

参考４
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